














































































































































































































































































































































































































第 １条　この条例は、新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」という 。） 
の患者等の人権を擁護するため、市、市民及び事業者の責務等を明らかに
することにより、感染症の患者等に対する人権の侵害を未然に防止すると
ともに、人権の侵害による被害からの迅速かつ適切な救済を図り、もって
感染症 の患者等が安心して暮らすことができる地域社会の実現に寄与す
ることを目 的とする。 
（定義）
第 ２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定
めるところによる。⑴ 新型コロナウイルス感染症 新型インフルエンザ等
対策特別措置法（平成24年法律第31号。以下「法」という。）附則第１条
の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症をいう。⑵ 事業者、市
の区域内において、商業、工業、金融業その他の事業を行う法人その他の
団体又は事業を行う個人をいう。⑶ 感染症の患者等 アからオまでに掲げ
る者をいう。ア 市の区域内に住所を有する者であって、感染症の患者、
感染症にかかっているおそれがあるもの、感染症にかかり治癒したもの及
びその親族で市の区域内に住所を有するもの　イ 市の区域内に存する事
務所又は事業所に勤務している者であって、感染症の患者、感染症にかかっ
ているおそれがあるもの及び感染症にかかり治癒したもの及びその親族で
市の区域内に住所を有するもの　ウ 市の区域内に事務所又は事業所を有
し、感染症の患者、感染症にかかっているおそれがあるもの及び感染症に
かかり治癒したものを雇用している事業者 エ 市の区域内に医療施設を有
し、感染症の患者及び感染症にかかっているおそれがある者に対する医療
の提供を行う医療機関（法第48条に規定する臨時の医療施設を含む。）及
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びその医療従事者　オ 市の区域内に住所を有する者又は市の区域内に存
する事務所若しくは事業所に勤務している者若しくは市の区域内に存する
学校に通学する者、若しくは市の区域内に存する認定こども園に通園する
者、若しくは市の区域内に存する児童福祉施設に通う者であって、感染症
の患者と接触したもの
（基本理念）
第 ３条　何人も、感染症の患者等の人権を最大限に尊重し、感染症にかかっ
ていること、かかっているおそれがあること又はかかっていたことを理由
として、不当な差別、偏見、誹謗（ひぼう）中傷などの人権の侵害をして
はならない。（下線は筆者付す） 
（市の責務） 
第 ４条　市は、教育活動、広報活動等を通じた感染症に関する正しい知識の
普及、感染症に関する情報の収集、整理、調査及び提供に努めなければな
らない。　２ 市は、感染症の患者等の人権を擁護するため、必要な施策
を講じるとともに、国及び他の地方公共団体と相互に連携し、及び協力す
るものとする。 
（市民の責務）
第 ５条　市民は、感染症に関する正しい知識を持つとともに、感染症の患者
等の人権の侵害をすることのないよう十分に配慮し、感染症の患者等を地
域社会で孤立させないよう努めなくてはならない。 
（事業者の責務） 
第 ６条　事業者は、感染症に関する正しい知識を持つとともに、自らの行う
事業において、感染症の患者等の人権の侵害をすることのないよう十分に
配慮しなければならない。 ２ 事業者は、従業員に対し、感染症に関する
正しい知識の普及に努めなければならない。 
（感染症の患者等への支援）
第 ７条　市は、感染症の患者等からの相談を受ける窓口を設置するものとす
る。 ２ 市は、感染症の患者等が安心して暮らすことができる地域社会の
実現のため、感染症の患者等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助
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言を行う。 ３ 前２項に規定するもののほか、市長は、感染症の患者等に
対し、必要な支援をすることができる。 
（委任） 
第８条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
附　則　この条例は、公布の日から施行する⑩。
　⑶　意義
　　 　新型コロナは、誰もが感染しうる病気である。私たちが闘っているの
は、ウイルスであり、人ではない。
　　 　感染された方やその家族への偏見や差別、誹謗中傷などは、対象とな
る人の心身を深く傷つけ、平穏な生活を脅かすばかりでなく、差別を恐
れて受診をためらうなどの行動に繋がり、さらなる感染の拡大という負
の連鎖を招きかねない。
　　 　大切な人や暮らしを守るため、「思いやり」と「やさしさ」を持って、
新型コロナウイルスとの闘いを乗り越えていくことをはっきりと条例で
宣言した⑪。
（五）　結びにかえて
　政府、行政の対応としては政府の分科会でコロナ禍で拡がった差別や偏見
への対策を検討してきた。ワーキンググループが提言をまとめた。学校や企
業が感染者が出たことを発表する際、感染者や濃厚接触者の性別や年代は原
則、公表すべきではないとした。
　提言では、学校や企業が感染者らの性別や年代を公表すると、小さなコミュ
ニティでは個人が容易に特定される恐れがある、と指摘。また、自治体が感
染者について公表する際は「蔓延防止に資する情報に限るべきだ」とした。
政府に対しては情報の公表のあり方について「統一的な考え方」を整理し示
すように求めた。
　また、報道機関には「差別的な言動を軽減するための報道」「風説に対す
るファクトチェック」などの役割について自立的に検証することの重要性に
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も触れた。
　現在の救済制度としては法務省は、無料で被害回復を図る「人権救済手続
き」を運用している。事実関係を調査して加害者に指示・勧告をしたり、ネッ
ト投稿の削除要請も代行したりする。ただ専属職員は全国で260人ほど。専
属職員を増やし相談の受け皿を拡げることで、より広くよりすばやくより細
かな対応が望まれる。
　マスコミの対応としては日本新聞協会と日本民間放送連盟（民法連）は次
のような共同声明を発表した。
▽ 　報道機関は、差別・偏見は決して許さないとの考え方を共有している。
今後より一層差別・偏見がなくなる報道を心掛ける。
▽ 　院内感染について、医療関係者に正確・迅速な情報提供を求めるととも
に、私たちもウイルスの特性をわかりやすく伝え、センセーショナルにな
らないよう節度ある報道に努める。
▽ 　「正しく恐れ、人をいたわる」という姿勢が社会全体に広がり、人々が
安心して暮らせる社会を取り戻せるよう読者らの期待に応えていく⑬。
図表⑥　法務省の人権救済手続き⑫
法務局の窓口や専用電話、インターネットで被害を申告
　　　　　　　　　　　↓
法務局の職員や人権擁護委員（法相の委嘱を受けたボランティア）が事実関係を調査
人権侵害が認められた場合は「救済措置」
　　　　　　　　　　　↓
〈主な措置〉
　〈援助〉　　　　被害者に法律上のアドバイスなど
　〈調整〉　　　　話し合いの場を設ける、加害者に相談者の思いを伝えるなど
　〈説示・勧告〉　加害者側に反省を促す
　〈告発〉　　　　捜査機関に加害者の掲示責任を問うよう求める
　　　　　　　　　　　↓
相談者に結果を報告。必要に応じてアフターフォローも
（令和２年11月12日朝日新聞より引用〉
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　法務省の人権救済制度の充実、地方自治体の差別禁止を規定する条例の全
国的拡大。
　マスコミの積極的な対応も重要であるが、専門家は次のように主張する。
現在のように社会不安が大きい時、偏見や差別を防ぐには何をなすべきか。
他者への攻撃は当人の不安から生じることもあり、不安の軽減が有効な一面
もある。行政や専門家が不安から根拠のないデマ情報が拡がらないよう、科
学的根拠に基づき丁寧な説明を続けることは重要だ。対応が後手に回ると信
頼低下を招き、憶測から生ずる偏見がはびこりかねない。
　論理的な説明だけでなく「心への配慮」も必要だ。人々の不安や辛さを共
有し、共感していると行政側が伝えることは、偏見につながる不安や怒りを
少しでも抑える。「偏見や差別は決して許さない」と発信し続けることにも
ある程度効果がある。情報を受け取る人たちは、感染症の蔓延時には偏見や
差別が起きやすいことに気をかけ、自分がどんな根拠に基づいて言動してい
るのか意識して振り返ってほしい。（筑波大准教授高橋晶氏⑭）
　防止するためにはまず個々人が行動の免疫のマイナス面を自覚し、自分の
振る舞いを普段と比べて客観視してみることが。
　戦う相手は人ではなく感染症であり、一致協力して立ち向かおう、という
スローガンも、自分たちが同じ状況にあることを意識させ、差別防止にある
程度役に立つ。ただ一致協力なのだから現在の対応を批判するな、と唱える
のは誤りだ。現在の対応の検証、修正、改善が必要だからだ。
　社会的、心理的な「新型コロナ禍」は感染の収まりだけでなく心の動揺が
静まらないと収束しない。医療や科学の視点のほか、政治、経済、心理、教
育などの専門家が話し合い、その時々の考え方を発信していくことも重要だ
ろう。（東洋大教授北村英哉氏⑮）
　新型コロナに起因する差別が生まれる要因として、個人の認知プロセス、
社会規範、情報伝達のあり方の三つの要素があると考えています。第一に感
染を過度に恐れすぎるとウイルスを連想させる対象すべてが「危険」に見え
てしまいます。細部を見ずにカテゴリーや属性だけで判断して「危険」と決
めてしまう認知プロセスが働きやすくなるのです。第二に個より集団の秩序
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が優先されやすい日本社会では、感染者や自粛ができない人が「集団の秩序
を乱した」とみなされやすく、嫌悪感情が向けられやすいと考えられます。
第三に情報伝達が「感染拡大を抑えよう」というメッセージに偏りすぎたこ
とも「ウイルスを近づけないで」という敵意が増幅される一因だったように
感じます。
　これらを踏まえて私たちにできるのは、まず誰もが差別の加害者にも被害
者にもなりうるという「当事者性」を伝えていくこと。その上で、参加者の
啓発アプローチを使うこと。感染とほどほどに付き合いながら、一人一人が
主体となってコロナ差別の問題性を他者に発信していくことができると差別
も下火になっていくと思います。（臨床心理士　森光玲雄氏⑯）
　いまだ明確な治療方法が見出されていない新型コロナウイルスに対して、
不安や恐怖の気持ちを抱くには当然である。だからといって、誤った情報に
過剰に反応し、人の心を傷つけてしまうような行為は決してあってはならな
い。
　国や府、市など公的機関からの正しい情報を入手することが、偏見・差別
の抑止につながるのである。憶測によるデマなどに惑わされ、噂を広めるこ
とはやめるべきである。誰もが感染者、濃厚接触者になりうる状況を受け止
め、お互いを思いやる優しい気持ちを強くもって日々を過ごすことが重要で
あると考える。
 2020年（令和２年）11月30日脱稿
注
①　 枚方市提供のパンフレット
　 以下②～⑧、⑬～⑯はいずれも2020年（令和２年）読売新聞による。
②　 11月14日
③　４月23日
④　８月30日
⑤　11月14日
⑥　６月８日
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⑦　 ５月14日
⑧　11月14日
⑨　那須塩原市発行のパンフレット
⑩　那須塩原市提供の資料
⑪　 那須塩原市提供の資料
⑫　朝日新聞2020年（令和２年）11月12日
⑬　５月23日
⑭　４月11日
⑮　 ４月11日
⑯　 ８月29日
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